


















　実際、主要国中で最も基礎研究振興政策が進んでいるアメリカでは、NIH（National Institute of Health）・NSF




























　本稿においては、アメリカの競争的資金制度の卓越性を実現しているFDP（Federal  Demonstrat ion 
Partnership）という制度改善メカニズム、競争的資金を受ける研究大学におけるグラントオフィスのしくみ、特に




















































































緊密な関係について以下のように分析している。FDPはOSTP（Office of Science and Technology Policy：大統領府
科学技術政策局）・OMB（Office of Management and Budget：行政予算管理局）等の連邦政府機関や、NAS




































る。例えば、メリーランド大学では、Pre-Award Administration担当事務所は、ORAA（Office of Research 
Administration and Advancement）、Post-Award Administration担当事務所は、OCGA（Office of Contract and 
Grant Accounting）である。また、シカゴ大学では、Pre-Award Administration担当事務所は、URA（University 































を遂行できるマネジメント能力の両方が要求される。URAの全国組織としてNCURA（National Council of 





































































ば、OMB Circular A21は直接経費・間接経費に関して、OMB Circular A110は競争的資金会計処理につい
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